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規制改革・民間開放の推進のための重点検討事項に関する中間答申 

（規制改革・民間開放推進会議、平成 18 年 7 月）より抜粋 

 

懲戒処分等の適正な実施 

弁護士以外の業務独占資格においては、資格者はその行った法律違反を

含め不適切な行為に対して、所管大臣から懲戒処分を受けることになって

いる。しかしながら、懲戒処分に当たっては、処分を行う基準等が明確で

なかったり、資格によってはこれまで極端に処分実績が少ないものもある

など、適正に処分が行われてきたことに疑念を抱かざるえない部分もある。

また、処分の内容については、官報等で公表することとされていない資格

もある。 

懲戒処分に当たっては、まず、懲戒処分の基準を明確にすることが必要

である。さらに、不適正な行為を行った資格者に対しては、懲戒等の処分

が厳格に行われるべきことは、資格者の倫理観・責任感を維持する観点か

らも当然であり、厳格かつ適正な処分により、他の資格者の不適切な行為

に対する抑止力となると考えられる。また、処分等の対象となった者の氏

名、行為や処分の内容等の公表は、不祥事事案の再発を抑止するとともに、

資格者の提供するサービスの利用者である国民に注意を喚起することに

よって不測の損害を被ることを防止する観点からも重要である。 

 

懲戒処分等の適正な実施 

業務独占資格について、主管省庁は、懲戒処分に当たっての基準を明確

にするとともに、懲戒理由に該当する場合には基準に照らして、懲戒等の

処分を厳格に行うべきである。懲戒等の処分の対象となった者の氏名並び

に行為及び処分の内容等を公表すべきである。 

 4




